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1．はじめに
　2018年10月29日から11月16日にかけて、アラブ首長国連邦
（ドバイ）において、国際電気通信連合（ITU）全権委員
会議（以下「会議」という。）が開催された。
　会議には、ITU構成国193か国のうち180か国の代表団、セ
クターメンバー及び国際機関からのオブザーバを含め、2,300名
以上が出席した。我が国からは、佐藤総務副大臣を代表団
長とし、政府・民間企業の専門家等＊1、計37名が出席した。
　会議では、2020年から4年間の活動方針（戦略計画）及

び予算の大枠（財政計画）等に関する審議のほか、11の新
決議等を含む文書を採択した。また、ITU事務総局長など
幹部職員の選挙等が行われ、2019年からの4年間の新執行
部が選出された。

2．選挙結果
　我が国が無線通信規則委員会（RRB）委員候補として
擁立した橋本明氏（NTTドコモ標準化カウンセラー）は、
全候補者中の最大得票数で選出された。また我が国も1959年
以降12回連続で理事国に選出された。
　事務総局長、事務総局次長、各局局長は表1のとおり選出さ
れた。女性が局長として選出されたのはITUでは初めてである。

3．会議構成
　全体会合議長にMr. Majed ALMESMAR（アラブ首長
国連邦）が、副議長に各地域からサウジアラビア、ルーマニア、
ロシア、イラン、米国、ケニアが選出された。その他、地域
及びジェンダーバランスに配慮しつつ、全体会合の下に設置
された各委員会及び全体会合作業部会の議長、副議長が
表2のとおり選出された。なお、各会合の議長のうち、半数
以上（7名のうち4名）を女性が占めたのは、初めてである。

＊1　セクターメンバーからは、KDDI、NICT、NEC、NTT、NTTドコモ、日本ITU協会（アルファベット順）が出席

2018年ITU全権委員会議（PP-18）の結果報告
総務省　国際戦略局 国際政策課

■写真1．全権委員会議会場

■写真2．日本代表団

■表2．各委員会及び全体会合作業部会の議長、副議長

委員会 議長 副議長
第二委員会（信任状） Ms. Sameera BELAL MOMEN（クウェート） ヨルダン、アンゴラ、チェコ、ウズベキスタン、エルサルバドル

第三委員会（予算統制） Ms. Seynabou SECK CISSE（セネガル） アラブ首長国連邦、カナダ、モザンビーク、スペイン、アゼル
バイジャン、中国

第四委員会（編集） Mrs. Rim BELHAJ（チュニジア） エジプト、中国、メキシコ、ロシア、英国

第五委員会（政策及び法的問題） Mr. Stephen BEREAUX（バハマ） イラク、ポーランド、コートジボワール、日本、アルメニア、パ
ラグアイ

第六委員会（ITUの組織運営） Mr. Dietmar PLESSE（ドイツ） オマーン、ブラジル、スーダン、カザフスタン、韓国、スイス
全体会合作業部会（公共政策に関する問題） Ms. Nur Sulyna ABDULLAH（マレーシア） ブラジル、イタリア、ロシア、ガーナ、オーストラリア、バーレーン

■表1．選出された事務総局長等

事務総局長 Mr. Houlin Zhao（中国）

事務総局次長 Mr. Malcom Johnson（英国）

無線通信局長 Mr. Mario Maniewicz（ウルグアイ）

電気通信標準化局長 Dr. Chaesub Lee（韓国）

電気通信開発局長 Ms. Doreen Bogdan-Martin（米国）

― 31 ―

2. 1　全権委員会議（PP）

2. 1. 1　ドバイ全権委員会議（2018年）の結果概要
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4．個別主要議題の審議結果
（1）ITU憲章及び条約（改正なし）

　真に必要がない限りは憲章・条約を改正しないという提案
がアジア太平洋及びアフリカ地域から提出され、他地域・国
からも改正提案はなく、今次会議では改正なしで合意した。
（2）2020～2023年のITUの戦略・財政計画（決議71、決定5）

　戦略計画（決議71）は2020年から4年間のITUの活動方
針を定めたもので、SDGs達成への貢献に向けてITUが取り
組むべき内容を整理記述している。予算配分や各セクターの
活動は同戦略に基づき行われる。
　理事会作業部会にて作成した戦略計画案に基づいて議
論が行われた。ビジョンは前会期から変更せず「世界的に
接続され、電気通信/ICTにより全ての人に持続的な成長と
発展をもたらす情報社会の実現」のまま、戦略目標は「Goal 
1-Growth：デジタル経済/社会を支えるICTの利用拡大」
「Goal 2-Inclusiveness：デジタルディバイドの解消」「Goal 
3-Sustainability：電気通信/ICTの急速な成長に伴う新たな
リスク、課題、機会の管理」「Goal 4-Innovation：電気通
信/ICTイノベーション」「Goal 5-Partnership：ITUメンバー
と全てのステークホルダーとの協力強化」の5つとすることで
合意した。
　ITU戦略計画中、電気通信標準化部門の目的へ“non-
discriminatory”な国際標準化と記載することについては意
見が分かれた。アラブ・アフリカ地域は障害者や地域的に不
利な人も使えるようにという意味を含むことから同文言を残し
たいと主張したのに対し、欧米側は“discriminatory”という
言葉自体に差別的な意味合いが含まれているため削除すべき
と主張。結論として前会期の記載である“non-discriminatory”
をそのまま残すこととした。また、同決議Annex 2 ITUを取
り巻く状況の分析において、ITUが直面している脅威の1つと
してオンラインプライバシーを記載するようアラブ・アフリカ地域
が主張したが、欧米側はプライバシーの概念は広く、オンラ
インプライバシーの議論を進めるに当たっては通信以外の部
分も考慮する必要がありITUの文書に入れることはそぐわな
いと主張、結果、同文言は記載しないこととした。
　財政計画（決定5）では、構成国が負担する分担金1単
位あたりの金額の上限を、前会期と同じく318,000スイスフラン
に設定することを決定した。事務局からの財政計画案では、
イベント開催等による収益の増大が掲げられていたが、各国

からITUは商業機関ではないとの意見が出たため、収益の
増大を反映させない方向で収支見込を作成することとした。
結果、前会期と同等の予算規模となる660.3百万スイスフラン
で収支を均衡させる財政計画を承認した。
（3）地域プレゼンスの強化（決議25）

　アラブ・米州・アジア・アフリカ地域からの修正提案が検討
された。いずれも外部監査の指摘等を踏まえ、現在の電気
通信開発局（BDT）に閉じた活動だけでなくOne ITUとし
て現在のDセクターに閉じている地域事務所等の活動をR、
Tにも拡げるものであり大きな方向性は同じであった。アラブ
首長国連邦やヨルダンが各セクターの地域的な活動を事務総
局へ報告することを求めたのに対し、オーストラリア、ルーマニ
ア、米国はあくまでBDTの組織として行うべきであると主張し
た。ロシアの指摘でITU憲章第118項の見解について、事務
局より「BDTの活動はUnionの目的を達成するため」であり、
現在でもR、Tの活動も含まれる、との見解が示され、レポー
トラインは従来のとおりとした。その他、アジア地域が主張し
ていた地域の関連機関とのコラボレーションや本部との重複
の排除といった効率性の確保を取り入れ、修正決議を作成し
た。
（4）インターネット関連（決議101、102、133、180）

　インターネットに関連する決議改正の議論では、ほぼ全て
の論点において、既存の枠組みを維持し、マルチステークホ
ルダーを尊重する日米欧と、ITUまたは政府の役割を強化し
ようとするアラブ・アフリカ地域を中心とした国 と々の間で意見
が対立した。
　インターネット資源管理におけるITUの役割に関する決議
102の改正議論では、ccTLD（国別コードトップレベルドメイ
ン）の決定に関するITUの影響力の行使について、ccTLD
だけでなくgTLD（分野別トップレベルドメイン、例えば「.com」
等）についても構成国の主権をITUが確保すべきと主張す
るサウジアラビア・南アフリカと、gTLDに係る問題は所管す
るICANN（特に政府諮問機関であるGAC）で議論すべき
でありITUのマンデート外であると主張する英国・米国等が
対立。結果、TLDに関する文言は変更せず、既存決議の記
述を維持した。
　また、インターネット関連決議（決議101、102、133、180）
に、IPベースネットワークの発展に関与する関連組織の具体
的名称として、既存のICANN等に加えてDONA財団＊2を追

＊2　DONA（Digital Object Numbering Authority）財団：DOA（Digital Object Architecture）の公共的利益のための技術的
調整、ソフトウェア開発及びGlobal Handle Registry（GHR）の管理運営等のサービス提供を目的として設立された非営利団体（本
部：ジュネーブ）。2014年にITUとの間でMOUを締結。
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記する提案、また決議101にはITU-T勧告X.1255＊3を序文に
追加することがアラブ地域から提案された。DONA財団及
び特定の勧告の参照は技術中立性の観点から反対との立場
の米国、カナダ、英国、ウルグアイ、日本等と、DONA財団
及び上記勧告の重要性を訴えるアラブ・アフリカ諸国との間
で意見が対立、議論が紛糾し全体会合まで結論が持ち越さ
れた結果、合意できなかった点は変更せず、既存決議の記
述を維持することとした。
　また、同決議中のCWG-Internet（国際的なインターネット
関連公共政策課題に関する理事会作業部会）の委任事項
に関して、「全てのステークホルダーが参加可能」とする提
案が欧州地域から、「既存の構成国に加え、セクターメンバー
も参加可能」とする提案が米州地域から、「参加者は構成
国のみのままとし、インターネット関連公共政策課題に関する
提案等を作成」する提案がアラブ・ロシア・アフリカ地域から
なされた。本件も意見の対立は解消されず、既存決議の記
述を維持することとした。
（5）ICT利用の信頼性及びセキュリティ醸成におけるITUの

役割強化（決議130）

　サイバーセキュリティの確保に関する国際協定の制定等、
既存の枠組みを超えて国際ルール作りを積極的に推進しよう
とするアラブ・アフリカ地域と、ITUは技術開発や意識啓発、
能力構築などにフォーカスすべきとする日米欧が対立する構
図となった。長時間にわたる議論の結果、国際協定制定を
求める提案は取り下げられ、その他の提案についてもITUの
所掌は拡大せずという、我が国が受け入れられる内容で決
着し、修正文書に合意した。
　また、インドからデータ保護に関する新決議案が提案され
たが、「データ」の定義が不明瞭なことや、各国の法制度と
の相違について日米欧が懸念を示した結果、提案は取り下
げられ、決議130にベストプラクティスの共有や意識向上等を
促す記載を追記することとした。
（6）国際電気通信規則（ITR）の定期的レビュー及び改正

（決議146）

　アラブ・ロシア地域から、セキュリティ脅威等に対応するた
め、ITRを改正すべく2020年に世界国際電気通信会議
（WCIT）を開催すべきとの提案がなされた。アフリカ地域及
び中国は「改正を見据えてのITRレビュー専門家会合（EG-
ITR）の継続」、米州地域は「理事会でのITRレビュー活
動の実施（EG-ITRは終了）」、欧州地域は「ITRレビュー

活動自体の停止」を求めた。ITR改正には欧州・米州地域、
オーストラリア、日本から強い反対が表明されたため、ITRレ
ビューの実施に争点を絞って議論が進められた。議論では、
EG-ITRの委任事項の作成是非及びレビュー結果としてITR
改正提案の作成是非で意見が対立した。結果、①ITR改
正及びWCIT開催は決定せず、②EG-ITRの委任事項は現
在と同じく理事会で作成する、③改正提案に関するテキスト
は反映せず、で合意し、単純なレビュー継続にのみ言及す
る内容で決議146を修正した。
（7）IoTとスマートシティの促進（決議197）

　アフリカ・アラブ・欧州・ロシア・米州・アジア地域及びイン
ドより、決議197「グローバル・コネクテッド・ワールドのため
のIoTの促進」の修正が提案された。アフリカ・アラブ地域
からの提案には、タイトルの変更も含まれていた。
　アフリカ・アラブ地域が政府の役割を強調するよう文言の
修正を求めたが、日本、米国、英国等がそれに反対した。
議論の結果、基本的に構成国の政策にまで踏み込んだ文言
は追加しない形で妥協が図られ、双方が納得する形で合意
した。なお、タイトルは、“Facilitating the Internet of Things 
and smart sustainable cities and communities”に修正
された。
（8）ICTアプリケーション発展・利用の環境整備（決議201）

　ICT開発指標にアフォーダビリティ（手頃な料金での利用
可能性）の要素を盛り込むべきとする米州地域提案に対し、
日本が、ICT料金の統計調査に関しては既に「ICTプライス・
バスケット」がその役割を果たしており、同調査との重複を
回避する必要があるとして反対を表明。同地域と日本との協
議の結果、日本の主張どおり、アフォーダビリティの調査は引
き続きICTプライス・バスケットが一括して担うことで決着した。
（なお、ICT開発指標にアフォーダビリティの要素が盛り込ま
れた場合、同指標に関する日本のランキングは大きく下がるこ
とが予想される。）
（9）ブロードバンドネットワークへの接続性（決議203）

　会議の2週目に、アフリカ及び太平洋島しょ国に属する
10か国から、「SDGs達成のための成功の鍵としての衛星」と
題する新決議案が提出された。内容はSDGsの達成にはブ
ロードバンドが不可欠な役割を果たすことを考慮し、構成国
に①宇宙を基盤としたブロードバンドシステムへの周波数確保
の重要性を考慮すること、②宇宙を基盤とした通信技術によ
り、遠隔地、サービスが不足・未提供の地域などへ普遍的・

＊3　X.1255：ID管理情報を検索する一般的な枠組みを記述するITU-T勧告。
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先進的なブロードバンドサービスを提供するために無線通信
規則に従って必要な周波数へのアクセスを可能とする周波数
管理フレームワークを開発することを求めるものであった。こ
れに対して米国やカナダ等より、衛星系のブロードバンドにの
み言及されているため、地上系とバランスをとるべきといった
意見や、既存決議との内容の重複に関する懸念が示された。
議論の結果、衛星系及び地上系双方に言及する形で修文
が行われた上でブロードバンドの接続性に関する既存決議
203の修正として採択した。
（10）メンバーシップ関連

（ア）ITU活動への中小企業（SMEs）の参加促進（新決議）

　中小企業（SMEs）のITU活動への参加については、ア
ラブ・米州地域からアカデミアのメンバーシップ条件とほぼ同
等とする提案が出された。日本は、提案されたSMEsの権利
がアソシエイトの権利を上回ること、アカデミアと異なりSMEs
はセクターメンバーやアソシエイトと会社規模が異なるのみで
あることを指摘し、アソシエイトの特例措置とすべきことを主張
し認められた。ITUの財政面への影響を見極めるため、次
回2022年全権委員会議まで、以下の条件でSMEsがアソシ
エイトとして参加可能とする試行プロジェクトを継続すること
とした。
①SMEsの分担金：理事会による継続的なレビューを条件
に、セクターメンバーの1/16単位（開発途上国は1/32
単位）とする
②SMEsの参加申請は、各構成国の中小企業の定義に合
致するとともに、従業員数が250人未満、かつ、理事会
で定める事業収入以下でなければならない。
③子会社または関連会社のSMEsとしての参加は認めない。

（イ）アカデミアの参加形態（決議169）

　アカデミアについては、アドバイザリーグループを含む3つの
セクターの全ての活動に参加可能であること、ラポータや副
ラポータへの就任が可能であることが明確化された。
（11）宇宙資産登録システムの監督機関就任の辞退（新決議）

　私法統一国際協会（UNIDROIT）は、2012年に可動物
体の国際的な権益を規定する条約（ケープタウン条約、
2001年）の宇宙資産議定書を採択し、宇宙資産の担保制
度を創設し、ITUに対して民間が創設する宇宙資産の登録
機関について、その公益性を確保するための監督機関にな
ることを打診した。ITUは2014年全権委員会議において、こ
れを受諾するか否かについて決定することとされていたもの
の、事務総局に対し2018年全権委員会議までの間に構成国
から提起される質問に回答することを求める提案が本会合議

事録に記載・承認されるにとどまり、本件に関する議論は以
降の理事会等において継続された。
　会議では、ドイツより受諾すべき、米州地域より拒否すべき、
アラブ地域より決定を延期すべき旨の新決議案が提案され
た。この結果、宇宙資産議定書の発効には10か国以上の
批准等が必要であるところ、現時点では4か国のみが署名す
るにとどまっており、同議定書は発効していないこと等を認め、
監督機関への就任要請を受諾しないこと、改めて要請があっ
た場合は、将来の全権委員会議において改めて検討を行う
こと、ITUはUNIDOROITが開催する登録機関設立のため
の準備委員会へ引き続き参加し、理事会に報告することを定
めた新決議を作成した。
（12）OTTs（新決議）

　OTTに関する新決議案がアラブ・ロシア・アフリカ・欧州
地域及び米国、ブラジルから提案された。アラブ・ロシア地
域からは規制または国際公共政策の策定を念頭に置いての
OTT研究が提案されたが、米国、カナダ、英国、日本等が 
“regulation/regulatory”、“international policy”のワー
ド追加に反対し、ITUにおけるOTTの研究スコープに関して
意見が対立、週末も含め深夜まで議論された。結果、引用
する既存決議等に含まれるテキスト以外には “regulation/
regulatory”のワードを使用せず、ITUの関連Study Groups
にて、政策的側面を考慮した上でOTTに関する研究の促進
を継続するという既存のマンデートの範囲内となるスコープで
合意した。また、CWG-Internetにおいて政策策定につなが
る活動を行う提案がアラブ・ロシア地域からなされたが、米国、
カナダ、英国、日本等が同CWGはOTTを扱う役割を持たな
い、既存のStudy Groupsと作業が重複するとして反対した
結果、CWG-Internetで実施したOTTに関するオープンコン
サルテーションの結果に関する事実のみの記載にとどまった。
（13）ITU本部ビル建て替えに関する議論（新決議）

　アラブ・アフリカ地域から決議194「ITU本部建物の長期
的オプション」の削除提案があったものの、全権委員会議直
前の臨時理事会の流れを受けて、米国の修正決議案を基に
議論が行われた。プロジェクト総費用が増額となることは構
成国の負担となることに各国にも理解が得られ、大きな反対
意見はなかったが、今後の追加費用の可能性も含め新たな
理事会決定（または決定588の改正）の含みを持たせること
として、決議194を削除し、「2016年理事会決議588を守り、
新たな借り入れを行うことなくスポンサーやファンドを活用して
プロジェクトを実施し、MSAG（Member States Advisory 
Group on Premises）が引き続きレビューを続ける等」の決
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議を新たに作成することで合意した。
（14）金融包摂ギャップ解消に向けたICTの活用（新決議）

　アフリカ・アラブ地域より、金融包摂ギャップに関する新決
議案が提案された。決議作成について反対はなく、日本を
含む各国から文言の修正案等が提案され決議案が取りまと
められた。
　全体会合作業部会において、マリ、ヨルダン、サウジアラ
ビアより、本研究について「複数機関で重複がないことをど
う確保するのか」との懸念が示されITU-T、D局長や関連
するStudy Groupが行うべき事項がより具体化された書き振
りへの修正で合意し、再び全体会合作業部会での審議を経
て、新決議を作成した。
（15）人身売買対策としてのICTの利用に関するITUの役割

（新勧告）

　アフリカ地域より、人身売買対策としてICTを活用する新決
議案が提案された。人身売買に関しては、国連薬物・犯罪
事務局（UNODC）が所掌であるため、米国、英国、メキ
シコ、日本等が、トピックの重要性は認めつつもITUで本件
に関する取組みを行うことや、ITUが関連する専門知識を有
していないこと等につき、懸念を表明した結果、事務局提案
により、決議ではなく勧告を作成することとした。結果として、
ITUの活動はマンデート内とされ、ITU及び構成国等への財
政的・人的リソースの負担増等の懸念もなく、関連機関との
連携を強調した問題ない内容で新勧告が作成された。
（16）AIに関する新決議案（決議作成せず）

　AIに関する新決議案がアラブ地域から提案され、その対
抗案が欧州地域、米国から出された。ITUでのAIに関する
活動、特に政策や規制の作成はスコープ外と明記すべきと
する英国、米国、カナダ、日本等と、活動を制限すべきでは
ないとするアラブ・アフリカ・ロシア地域との間で意見が対立
し議論が紛糾。最終日前日の全体会合にて朝5時まで議論す
るも対立は解消せず、結果、新決議は作成しないことで合
意した。ただ、議論において、AIに関する研究は始まった
ばかりであるため、今次会議での決議作成は時期尚早だ
が、2020年の世界電気通信標準化総会（WTSA）で技術
的な観点からの議論を求めるという発言が複数出たため、
WTSA-20での決議作成に向けて動きが出てくると想定され
る。
（17）ビッグデータに関する研究（決議作成せず）

　ロシアより、ビッグデータに関する研究を促進するための新
決議案が提案された。日本は、構成国の主権に関わる事項
や法的な側面に関する記述への懸念等を示した。英国と米

国は、ビッグデータの用語とスコープに明確性がないこと、内
容のいくつかはITUのマンデートを超えていること、そもそも
決議の必要性がないこと等を累次にわたり強調した。結果、
新決議は作成しないこととした。
（18）決議の合理化（第5委員会議長レポート）

　アフリカ・米州・ロシア地域から全権委員会議及び3セクター
間の決議の重複を排除するよう提案があった。特に3セクター
の決議において、全権委員会議決議と同じ序文を繰り返して
いる点が効率性の観点から問題視された。会議は事務局に
対し、各セクターアドバイザリーグループ、セクター間調整チー
ム、理事会における検討のため、決議の分析を指示した。

5．おわりに
　今会議は当初から予想されていたとおり、週末及び深夜・
早朝まで激しい議論が行われた。一方で、各地域準備会合
へそれぞれの地域代表を相互に派遣した上で、地域間調整
会合を3回開催するなど、意見の調整が行われていたことも
あり、本番での議論は、真に地域間、構成国間で立場が異
なる課題に絞ることができた。加えて、Almesmar議長の采
配により、全体会合においても多くの妥協点が見いだされ、
実りの多い会議となった。
　選挙においては、これまでアフリカ出身者が務めることが
多かったITU-D局長に米国出身者が選ばれたこと、結果とし
てアフリカ地域出身の幹部職員が不在となったことから、来
年以降、ITU内における構成国・地域間のバランスの再調
整が行われると思われる。総務省として、引き続きITUにお
ける我が国のプレゼンスの向上に尽力していきたい。
　最後に、長期間にわたり現地にご出張いただいた皆様、
選挙活動にご協力いただいた皆様、レセプションにノベルティ
を提供していただいたセクターメンバーの皆様にこの場をお借
りしてお礼申し上げます。ありがとうございました。

■写真3．Burj Khalifa（PP-18のロゴ入り）

― 35 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 35



― 36 ―

2. 1. 2　釜山全権委員会議（2014年）の結果概要

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 36



― 37 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 37



― 38 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 38



― 39 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 39



― 40 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 40



― 41 ―

610144_第2章  2019/03/08  9:59  ページ 41



― 42 ―
ITUジャーナル　Vol. 48　No. 7（2018, 7） 19

１．概要
　2018年次ITU理事会は、4月17日から同月27日にかけて、
スイス・ジュネーブのITU本部にて開催された。
　理事会は、全権委員会議（4年に1回開催するITUの最高
意思決定機関。以下PP）で決定した今会期（2016－2019年）
のITUの活動方針や予算枠組みをもとに、活動の進捗や効
率的な運営に係る状況の評価を行うとともに、会期中のITU
をめぐる環境変化に対応し、広範囲な国際電気通信に係る
諸課題の検討等を任務として毎年開催される。
　今次理事会にはITU構成国（193か国）のうち48の理事
国等から500名以上が参加し、ITUの重要課題について審
議が行われた。とりわけ、今回は2018年10月末から開催され
る2018年PP（PP-18）前の理事会であるため、PP-18での
主要議題の1つである次会期（2020－2023年）の戦略計画
案、ITU全体での4年間の活動報告、国際電気通信規則
専門家グループの最終報告書等について審議が行われた。
　今次理事会の議長は、慣例に基づき昨年の理事会で副議
長を務めたロシアのRashid Ismailov氏、副議長は地域順の
アフリカからエジプトのElsayed Azzouz氏が選任された。ま
た、管理委員会（ADM）は2017年に引き続き議長は米国の
Vernita Harris氏、同副議長はスイスのDirk-Olivier VON 
DER EMDEN氏、及びマリ共和国のAbdourhamane 
Touré氏が務めた。
　以下、今次理事会の個別主要課題の結果について報告
する。

２．個別主要議題の結果
2.1　次会期（2020－2023年）の戦略計画案

　戦略計画2020－2023案は、次会期におけるITU全体の目
標や活動方針等を定めたものであり、同計画に従ってITUの
予算・人材が配分される重要な文書である。
　今次理事会に先立ち、４月16日に開催された第4回戦略計

画理事会作業部会において、過去3回の同作業部会での議
論やパブリックコンサルテーションに提出された意見を踏まえた
戦略計画案（文書64附属書1）が事務局より報告された。
　同戦略計画案の主な内容としては、ITUが目指すビジョン、
ITU全体のミッション、全ての意思決定において重視すべき
共通理念、ITU全体の5つの戦略目標、4年間で期待される
26のターゲット等が定められ、同戦略目標を達成するための
ITU各部門の具体的な活動目標及び成果指標が設定された
ほか、持続可能な開発目標（SDGs）との連携促進、成果ベー
スの評価手法等が盛り込まれている。
　上記作業部会においては、事務局提案に加えて、中国（文
書77）及び米国（文書88）からの修正提案も併せて審議さ
れ、共通理念として新たにアカウンタビリティを盛り込むこと、
戦略目標にデジタルエコノミー推進へのITUの役割について
盛り込むこと、ターゲットについて実現可能でより有効なもの
に改めること、国際標準の整備において「差別なき」国際
標準と明示することの是非、５つの戦略目標とITU各部門の
活動目標との関連付け等広範なイシューについて、活発な議
論及び多くの修文がなされた。上記の中にはコンセンサスに
至らず未確定となっている部分がいくつか残されているが、
それも含めて理事会に戦略計画案について報告がなされた。
理事会においては内容について特段の議論はなく、米国、
ポルトガル、ポーランド、ロシア、インドから、取りまとめに尽力
した同作業部会の議長（ブラジル）及び事務局への賛辞と
謝意が示され、戦略計画案についてはPP-18で議論して最
終決定することとなった。
　
2.2　次会期（2020－2023年）の財政計画案

　事務局より、次会期におけるITUの活動に係る予算枠組
みを定める財政計画2020－2023案（文書64附属書5）、及
び分担金１単位当たりの額を今会期同様318,000スイスフラン
（約3500万円）に定める文書（文書61）が紹介された。併
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せてロシアから、予算と財政の制約に基づいた現実的な戦
略計画の作成提案（文書80）が紹介された。
　財政計画案においては、2018－2019年の2か年予算をベー
スに算出した4年間の収入見込みは6億4400万スイスフラン
（約715億円）であり、うち4分の3が加盟国の分担金負担となっ
ている。支出見込みも同額であり、収支均衡の予算枠組み
となっている。また、戦略計画におけるITU全体の戦略目標
や各部門の活動目標との連携や、成果ベースの評価を強化
することが盛り込まれている。
　今次理事会での主な議論としては、2017年の世界電気通
信開発会議（WTDC-17）において承認された電気通信開
発部門（ITU-D）における3000万スイスフランの地域プロジェ
クト予算（文書66）の要求に関して、アフリカ諸国をはじめ
途上国から極力多くの予算枠を確保するよう要望があったが、
欧米諸国より財源確保の実現可能性を踏まえた予算枠にす
べきとの指摘があり、2018－2019年は2017年の余剰金より
200万スイスフラン、2020－2021年は300万スイスフランを割り
当て、財政計画案に盛り込んだ上で、PP-18に提出すること
が承認された。また、衛星ネットワークの申請に係る処理時
間を短縮し、規定の期間内に処理を完了できるよう改正措置
を講じることに伴い、予算の変動が生じる場合には財政計画
案に必要な修正を行うことが提案された。
　上記を踏まえた財政計画案についてPP-18で議論し、最
終決定することとなった。
　
2.3　ITU選挙立候補者のガイドライン

　2022年以降のITU全権委員会議に関して、幹部職選挙
立候補者が一堂に会して各候補者の理念や方針等について
構成国が聴取する公聴会を開催するブラジル提案（文書
95）、及びITU内部の職員が幹部職選挙に立候補して選挙
活動を行う際に、透明性、公平性、公正性を確保し、その
職権を濫用して外部の候補者より有利な活動をすることのな
いよう、倫理ガイドラインを定める事務局提案（文書5）につ
いて議論された。
　公聴会の開催時期については、立候補締め切り（PPから
28日前）後の地域準備会合の前後またはPP前日の2案が事
務局から提示されたほか、ブラジルからは、PPと同年の理
事会の前日、すなわち6か月前程度とし、また、言語につい
ては流暢でなくても良い英語を幹部職は話す必要があること
から、英語で実施すべき旨、提案された。これに対し、米国、
カナダ、ドイツ、ポーランドから良い案であるとして支持があっ
た一方、ロシア、UAE、サウジアラビア、マリ、ウガンダ、セ

ネガルからは6か月前の段階では立候補締め切りがPPの28日
前であるため候補者が出揃わず、また、48か国が参加対象
の理事会と絡めるのは公平ではないこと、6言語に対応すべ
きなど反対が示された。
　本件は双方の見解を踏まえて時期等を再度検討し、PP-18
において議論した上で、最終決定することとなった。
　
2.4　EG-ITR最終報告書

　PP-14の決議146にて、国際電気通信規則（ITR）のレ
ビュー開始、レビューを行う専門家グループ（EG-ITR）の
設立、及びEG-ITRの最終報告書を今次理事会及びPP-18
に提出することが決定された。EG-ITRは計4回開催され、
今次理事会に先立ち2018年4月12日及び13日に開催された
EG-ITR最終会合にて、最終報告書を作成した。作成に当
たり議論は紛糾したが、結果、様々な意見がバランスよく反
映され、また日本が寄与文書にて提案したテキストも追加さ
れ、問題ない内容で完成することができた。
　EG-ITR議長（メキシコ）から同報告書（文書79）、米国（文
書91）、ブラジル（文書92：ブラジル、カナダ、メキシコ、パ
ラグアイ、米国の共同文書）から寄与文書の説明が行われ、
審議された。
　同グループ継続の必要性やITRの重要性に関する意見、
ITR改正のための世界国際電気通信会議（WCIT）開催
は不要等様々な意見が出たが、即時のITR改正または
WCIT開催の必要性を訴える意見は出なかった。結果、理
事会に出た意見をまとめたサマリーレコードとともに、同最終
報告書がPP-18に提出されることで承認された。
　
2.5　非静止衛星網（NGSO）衛星ネットワークファイリング

のコストリカバリに関する検討

　NGSOファイリングに関する無線通信部門（ITU-R）での
検討結果として、事務局より報告が行われた（文書36）。そ
れに対し、カナダ（文書75）、米国（文書90）、ロシア（文
書83）から寄与文書の説明が行われ、審議された。
　コストリカバリの手順については、日本も支持する手順の適
用にて合意したが、新たに設立するExpert Groupの業務
内容に関し、サウジアラビアが静止衛星網（GSO）も対象に
すべきと主張して議論が紛糾した。
　オフラインで協議した結果、GSOの検討に関しては、①
NGSOのstudy終了後とすること、②例外的に複雑なGSOの
場合のみとすること、と範囲を限定することで合意した。グルー
プの議長には、ロシアのNikolay Varlamov氏が指名された。
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2.6　南アジアへのエリア事務所設立に関する提案

　インドから、南アジア（ニューデリーまたはバンガロール）
にITU南アジアエリア事務所及び技術イノベーションセンター
を設立する旨の提案がなされた（文書85）。これらの事務所
設立に当たっては、インドが初期費用及びスタッフ人件費等
を含む4年間の運営費を負担し、その期間のITU負担費用
はゼロとする提案であった。提案に当たり、日本をはじめとす
るアジア地域諸国（韓国、タイ、マレーシア、オーストラリア）、
ITUアジア・太平洋地域事務所、アジア・太平洋電気通信
共同体（APT）には事前の照会等はなかった。
　当初はインドの単独提案であったが、今次理事会中に個
別にアプローチしたと思われる、バングラデシュ、ブルキナファ
ソ、ナイジェリアが会期中に共同提案者となり、賛成を表明。
米国、カナダ、ドイツ、パキスタン等の国より、基本的なコン
セプトの重要性には理解を示しつつも、ITU本部の事務負担
増加等の間接的影響はあり、バンコクのITU地域事務所と
の作業重複やプロジェクトの分担等、相談の必要性、詳細
情報の不足等が指摘された。
　議論の結果、今次理事会では決定せず、ITUの間接的
な費用負担、本部と新事務所との契約関係、外交特権、機
材の整備等について事務局で更なる分析を行った上で、そ
の結果をPP-18直前の次回理事会（2018年10月27日開催）

に報告し、再度審議することとなった。

2.7　ITU本部ビルの建て替え

　PP-14において、現在の3つのITU本部ビル（バレンベ、タ
ワー、モンブリアン）のうち、老朽化したバレンベビルのあり
方について検討することが決定され、2016年理事会において
「タワービルを売却し、バレンベビルを建て替える」案で決定
されたもの。
　事務局より、本プロジェクトの進捗が報告された（文書7）。
UAEより、Member States Advisory Groupにおける検討
事項として、タワービル及びモンブリアンビルのレンタル案も事
務局がサーベイすることになった旨の言及がなされたため、
ホスト国であるスイスのほか、ドイツ、米国等から懸念が示さ
れた。特にスイスからは、ホスト国からの150万スイスフランの
無利子貸し付けは、2016年理事会の決定588におけるタワー
ビル売却が前提条件であり、この決定が変更されるならば将
来のローンプロセス全体に影響があるとの強い懸念が示され
た。
　UAE、スイス、事務局とでオフライン調整した結果、理事
会決定588は変更せず、ホスト国とITUとのリエゾンコミッティ
において、この件をコンサルすることとなった。

■写真．2018年次理事会参加者による集合写真（©ITU/D.Woldu、flickrのITU Pictures提供）
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2. 2. 3　2017年次ITU理事会の結果概要
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• http://www.itu.int/council •
\\FILESERVER\BIG DISK\ 59 \ _ 59 \590452_ ITU\ \2 \2.2.3 S17 CL C 0132!!MSW E TABLE1,2

.DOCX 26.07.17 01.08.17

RESOLUTION 1387

(adopted at the tenth Plenary Meeting)

BIENNIAL BUDGET
OF THE

INTERNATIONAL TELECOMMUNICATION UNION FOR 2018 2019

The Council,

in view of

the provisions of the Convention of the International Telecommunication Union,

bearing in mind

a) the provisions of Decision 5 (Rev. Busan, 2014) of the Plenipotentiary Conference
on the Revenue and Expenses of the Union for the period 2016 2019, which specifies that
the contributory unit for Member States for the years 2018 2019 shall not exceed
CHF 318,000;

b) the provisions of Article 11 of the Financial Regulations and Financial Rules of the
Union relating to the transfers of appropriations,

resolves to approve

the biennial budget of the Union for 2018 2019, amounting to CHF 159,877,000 for the budget
year 2018 and to CHF 164,740,000 for the budget year 2019, or in total CHF 324,617,000 for the
biennium 2018 2019, appropriated as follows:

In thousands of Swiss francs

2018 2019 2018 2019

a) General Secretariat 90,549 90,935 181,484

b) Radiocommunication Sector 27,988 31,598 59,586

c) Telecommunication Standardization Sector 13,505 13,631 27,136

d) Telecommunication Development Sector 27,835 28,576 56,411

Total expenses 159,877 164,740 324,617

Council 2017
Geneva, 15 25 May 2017

Document C17/132 E
26 May 2017
Original: English

（参考）予算
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2
C17/132 E

\\FILESERVER\BIG DISK\ 59 \ _ 59 \590452_ ITU\ \2 \2.2.3 S17 CL C 0132!!MSW E TABLE1,2
.DOCX 26.07.17 01.08.17

further resolves

1. to set the amount of the annual contributory unit for 2018 and 2019 at CHF 318,000 on the
basis of the class of contribution chosen by Member States under No. 160 of the Constitution and
No. 468 of the Convention of the International Telecommunication Union, i.e. on the basis of a
total of 334 1/4 units;

2. to set at CHF 63,600 the annual value of the contributory unit for 2018 and 2019 for
defraying the expenses of meetings of the Radiocommunication Sector (ITU R), the
Telecommunication Standardization Sector (ITU T) and the Telecommunication Development
Sector (ITU D) payable by Sector Members, in accordance with No. 480 of the Convention of the
International Telecommunication Union;

3. to set the financial contribution for Associates as follows:

CHF 10,600 for Associates participating in the work of ITU T and ITU R;

CHF 3,975 for Associates participating in the work of ITU D;

CHF 1,987.50 for Associates from developing countries participating in the work of ITU D;

4. to set the annual fee for academia, universities and their associated research establishments
as follows:

CHF 3,975 for organizations from developed countries participating in the work of the
three Sectors;

CHF 1,987.50 for organizations from developing countries participating in the work of the
three Sectors;

5. to authorize the Secretary General to adjust the appropriations in relation to the items of
expenses in a) and b) below in accordance with the incurred changes through the use of the Reserve
Account, and provided that the Reserve Account is kept at the level prescribed in Decision 5 (Rev.
Busan, 2014):

a) changes in salary scales, pension contributions and allowances, including post adjustments,
applicable to Geneva, as adopted by the United Nations common system;

b) Fluctuations in the exchange rate between the US dollar and the Swiss franc in so far as this
affects the staff costs for those staff members on United Nations scales.

6. to grant the Secretary General for the 2018 2019 biennium, with respect to Rule 6.1 of the
Financial Regulations and Financial Rules, the necessary flexibility to compensate overspend on
categories 1 and 2 (Staff costs) from savings on categories 3 to 9 (Non staff costs) and make the
necessary transfers, if so needed;

7. to authorize to balance the 2018 2019 accounts, should the need arise, from surplus in
revenue;

8. to instruct the Secretary General to transfer CHF 1,000,000 from the Reserve Account on 1
January 2018 to the ASHI fund in order to address the unfunded long term liabilities.

Annexes: Tables 1 12
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2. 3　世界国際電気通信会議（WCIT）

2. 3. 1　ドバイ世界国際電気通信会議（WCIT-12）の結果概要
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2. 3. 2　国際電気通信規則（ITR）

2. 3. 2（1）　国際電気通信規則（ITR）の改正における料金・サービス政策に関する議論
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ITR

FINAL ACTS OF THE WORLD CONFERENCE ON

INTERNATIONAL TELECOMMUNICATIONS

(Dubai, 2012)

http://www.itu.int/en/sama/Pages/questionnaire2.aspx?pub=S CONF WCIT 2012 PDF E

Explanatory notes

1. The International Telecommunication Regulations (ITRs) and their
Appendices are those adopted by the World Conference on International
Telecommunications (Dubai, 2012).

2. The margin numbers of the ITRs and their Appendices are located in the
left hand margin.

3. The resolutions are those adopted by the World Conference on
International Telecommunications (Dubai, 2012), as indicated by the place
and date appearing between brackets : RESOLUTION 1 (Dubai, 2012)

SUMMARY OF CONTENTS

International Telecommunication Regulations

PREAMBLE ...................................................................................................

Article 1 Purpose and scope of the Regulations .....................................

Article 2 Definitions.................................................................................

Article 3 International network...............................................................

2. 3. 2（2）　ITR英文（http;//www.itu.int/pub/S-CONF-WCIT-2012）
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Article 4 International telecommunication services ...............................

Article 5 Safety of life and priority of telecommunications ....................

Article 6 Security and robustness of networks .......................................

Article 7 Unsolicited bulk electronic communications............................

Article 8 Charging and accounting ..........................................................

Article 9 Suspension of services ..............................................................

Article 10 Dissemination of information ...................................................

Article 11 Energy efficiency/e waste ........................................................

Article 12 Accessibility...............................................................................

Article 13 Special arrangements ...............................................................

Article 14 Final provisions .........................................................................

APPENDIX 1 General provisions concerning accounting...............................

APPENDIX 2 Additional provisions relating to maritime telecommunications

DECLARATIONS AND RESERVATIONS ...............................................................

List of countries in French alphabetical order giving the number(s) of their declarations and

reservations:

Afghanistan (100), Albania (Republic of) (83), Algeria (People's Democratic Republic of) (54),

Germany (Federal Republic of) (69), Saudi Arabia (Kingdom of) (44, 54), Argentine Republic (4)

Armenia (Republic of) (57), Austria (73), Azerbaijani Republic (38), Bahrain (Kingdom of) (53,

54), Bangladesh (People's Republic of) (105), Barbados (86, 97), Bhutan (Kingdom of) (89),

Botswana (Republic of) (24), Brunei Darussalam (20), Bulgaria (Republic of) (43), Burkina Faso

(12), Burundi (Republic of) (17), Cambodia (Kingdom of) (102), Central African Republic (107),

Chile (52), China (People's Republic of) (103), Cyprus (Republic of) (72), Colombia (Republic of)

(30), Korea (Republic of) (39, 96), Costa Rica (80), Croatia (Republic of) (77), Cuba (35), Djibouti

(Republic of) (99), Dominican Republic (15), Egypt (Arab Republic of) (76), El Salvador (Republic

of) (27), United Arab Emirates (22, 54), Spain (81), Russian Federation (37, 57), Finland (1),

Gabonese Republic (14), Ghana (6), Greece (78), Guatemala (Republic of) (10), Guyana (34),

Haiti (Republic of) (85), Hungary (79), India (Republic of) (106), Indonesia (Republic of) (7),
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Iran (Islamic Republic of) (31, 54), Iraq (Republic of) (54, 70), Ireland (75), Italy (66), Jamaica

(45), Jordan (Hashemite Kingdom of) (41), Kazakhstan (Republic of) (57), Kenya (Republic of)

(18), Kuwait (State of) (25, 54), Lesotho (Kingdom of) (55), Latvia (Republic of) (65), Lebanon

(54), Libya (54), Lithuania (Republic of) (63), Malaysia (23), Malawi (98), Mali (Republic of) (19),

Malta (74), Morocco (Kingdom of) (28, 54), Mauritius (Republic of) (94), Mexico (51), Moldova

(Republic of) (67), Mongolia (90), Montenegro (92), Mozambique (Republic of) (36), Namibia

(Republic of) (104), Nepal (Federal Democratic Republic of) (101), Niger (Republic of the) (9),

Nigeria (Federal Republic of) (16), Oman (Sultanate of) (13, 54), Uganda (Republic of) (46),

Uzbekistan (Republic of) (57), Panama (Republic of) (11), Papua New Guinea (56), Paraguay

(Republic of) (3), Netherlands (Kingdom of the) (82), Poland (Republic of) (58), Portugal (71),

Qatar (State of) (61), Kyrgyz Republic (57), Slovak Republic (62), Czech Republic (68), United

Kingdom of Great Britain and Northern Ireland (93), Rwanda (Republic of) (47), Saint Lucia (87),

Senegal (Republic of) (60), Serbia (Republic of) (84), Singapore (Republic of) (40), Slovenia

(Republic of) (64), Sudan (Republic of the) (50, 54), South Sudan (Republic of) (59), Sri Lanka

(Democratic Socialist Republic of) (88), South Africa (Republic of) (32), Sweden (33), Tanzania

(United Republic of) (48), Thailand (21), Togolese Republic (2), Trinidad and Tobago (8), Tunisia

(54, 91), Turkey (49), Ukraine (57), Uruguay (Eastern Republic of) (42), Venezuela (Bolivarian

Republic of) (5), Viet Nam (Socialist Republic of) (26), Yemen (Republic of) (95), Zimbabwe

(Republic of) (29)

RESOLUTIONS

RESOLUTION 1 (DUBAI, 2012) Special measures for landlocked developing
countries and small island developing states for access to
international optical fibre networks .........................................

RESOLUTION 2 (DUBAI, 2012) Globally harmonized national number for access
to emergency services ..............................................................

RESOLUTION 3 (DUBAI, 2012) To foster an enabling environment for the
greater growth of the Internet ..............................................

RESOLUTION 4 (DUBAI, 2012) Periodic review of the International
Telecommunication Regulations ..............................................

RESOLUTION 5 (DUBAI, 2012) International telecommunication service traffic
termination and exchange.....................................................
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2. 4. 2　世界電気通信政策フォーラム（WTPF-13）の結果概要
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トピックス

ITUジャーナル　Vol. 34 No. 2（2004, 2）

WSISにて基本宣言、行動計画が採択

総務省総合通信基盤局 国際部 国際機関室

昨年12月10日より12日までスイスのジュネーブに

おいて世界情報社会サミット（WSIS）が開催された。

WSISは、各国首脳レベルで情報社会に関する共通の

ビジョンの確立を図るとともに、そのビジョンの実

現等のための基本宣言および行動計画を策定するこ

とを目的とした国連行事で、国際電気通信連合

（ITU）が準備を主導した。本サミットには176カ国

から、アナン国連事務総長やクシュパン・スイス大

統領はじめとする政府首脳、国際機関、産業界およ

び市民社会（NGO）の代表等、約2万人が参加し盛

大に開催された。日本からは麻生太郎総務大臣が出

席したほか、わが国のWSIS親善大使として久保純子

氏が参加し注目を集めた。サミット本会議と並行し

て開催された「サミット・イベント」では、参加各

国から企業も含めた展示会やディスカッション等が

行われた。日本からは、「ユビキタスネットワーク社

会の展望」を統一テーマとしてワークショップ、展

示、モバイル・コンテンツ・フェスティバルを行い、

盛況のうちに終了した。以下にその概要を紹介する。

１．WSIS本会議概要

(1) 各国首脳等によるステートメント

54カ国の政府首脳、83人の情報通信大臣等がステ

ートメントを行い、社会経済発展や貧困撲滅のため

のICTの重要性や、それに向けた政府およびステイ

クホールダーの役割、共通ビジョンの確立を目指す

旨のコメント等がなされた。

わが国からは麻生総務大臣が、12月11日午後、英

語で演説し、わが国におけるブロードバンドの推進

やユビキタスネットワーク社会の実現に向けた取り

組み状況、対途上国支援、アジア・ブロードバンド

計画等による国際貢献について力強く表明した。

(2) 基本宣言および行動計画の採択

サミット最終日の12月12日、基本宣言および行動

計画が採択された。概要は、以下のとおり。なお、

わが国は、ブロードバンド・ネットワークの利活用

の重要性、ユビキタス・ネットワーク社会実現の重

要性等を主張し、両者に反映された。

①基本宣言

ア　情報社会に向けた共通ビジョンとして、「持続

可能な開発と生活の質の向上を可能とする情報

社会の構築」、「情報通信技術（ICT）は、生産性

を向上させ、経済成長の原動力となり、雇用を

創出するなど、一層の発展のために新しい機会

を提供」、「デジタル・ディバイドの解消が必要」

等が盛り込まれた。

イ　さらに情報社会の鍵となる11原則として、「情

報インフラの整備としてブロードバンドやユビ

キタスアクセスが重要」、「人材の開発」、「セキ

ュリティの確保」、「インターネット管理の在り

方」等が盛り込まれた。

②行動計画

ア　2015年までの達成を目指した10の目標を設定。

（例）

・世界の村々をネットワークで接続し公共アクセ

スポイントを設置

・大学、高校等の教育機関、研究センター、公共

施設をネットワークで接続

・全世界の50％以上の人々がネットワークに接続

ステートメントを行う麻生大臣

2. 5. 2　ジュネーブ基本宣言・行動計画の概要
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トピックス
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できる環境を整備　等

イ　基本宣言に記載されている各原則を具体化

ウ　デジタル連帯要綱（デジタル・ディバイドの

解消を目指した国際的協力の必要性）

上記基本宣言および行動計画の作成過程において

は、さまざまな意見が提起され、サミット直前まで

各国間の協議が行われた。その中で議論となった主

な意見の相違点と集約結果は以下のとおり。

(ア) デジタル連帯基金：

デジタル・ディバイド解消のためのプロジェク

トの実施において、世界銀行、国連開発計画

（UNDP）、二国間協力等、既存のスキームを有効

活用すべきとの立場と、新規の基金（「デジタル連

帯基金」）を設立すべきとの立場があったが、結論

としては国連事務総長のもとに設置されるタスク

フォースが既存の資金援助メカニズムの検討を

2004年12月までに行い、この結論に基づき「自主

的なデジタル連帯基金」の創設を含めて検討する

こととなった。

(イ) インターネットの管理の在り方

ICANN（米国籍非営利民間団体）中心に現行組

織で対応していくべきとする立場と、政府間の国

際組織で対応すべきとの立場があったが、結論と

しては国連事務総長に対し、各国政府、民間団体

等の幅広い参加のもと、インターネット管理に関

するワーキンググループを設置し、2005年までに

その結果の報告を行うことを要請することとなった。

(ウ) メディア

メディアの多様性の確保や表現の自由の重要性

を明記すべきとする立場と、それを明記する場合

には各国法制度に従う旨も併せて記述すべきとす

る立場があった。結論としては、情報社会におい

ても表現の自由やメディアの多様性の確保が重要

であることを明記するとともに、メディア所有の

多様性を各国内法に基づいて促進すべきことを記

載することとなった。

(エ) セキュリティの確保

情報の自由な流通を確保すべきである旨を明記

すべきとする立場と、それを明記する場合には各

国の法制度に従う旨も併せて記載すべきとする立

場があった。結論として情報社会におけるプライ

バシーや消費者保護などのセキュリティの重要性

について明記し、これらを国際的な協調のもとで

取り組んでいくことが不可欠とした｡また､セキュ

リティ対策への取り組みが自由な情報へのアクセ

スや貿易を阻害しないようにすることが重要とした。

(オ) 知的所有権の保護と利用の在り方

権利者側の利益を重視する立場と、利用者側の

利益を重視する立場があったが、結論としては、

権利の保護と同時に知識の普及、共有がともに情

報社会における創作活動を促進するうえで重要と

した。

２．日本のサミット・イベントの概要

(1) ワークショップ（12月10日午後）

「ユビキタスネットワーク社会」の実現により、経

済、社会、文化といった私たちの生活全体にどのよ

うな影響があるのか、新しく登場しつつあるモバイ

ル技術、サービスなどを紹介し、新しいIT社会であ

る「ユビキタスネットワーク社会」を展望した。司

会は久保純子WSIS親善大使が行い、パネリストとし

て、鳴戸・富士通総研会長（コーディネータ）、村

上・野村総研理事長（基調講演）、津田・NTTドコモ

副社長、渡邊・トヨタ自動車専務、杉山・NEC副社

長、ディレオ・シスコシステムズ執行役員、コラ

オ・ボーダフォン取締役、ユン・KT常務取締役が参

加し、活発な意見交換が行われた。

(2) 展示（ジャパンパビリオン）

次ページ記事に記載

(3) モバイル・コンテンツ・フェスティバル

次ページ記事に記載

ワークショップで司会をする久保純子親善大使
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イベントや企業等による展示会も開催された。我が国は、

「ユビキタスネット社会の実現に向けて」をテーマとして、16

日にワークショップを開催し、WSIS親善大使の道傳愛子氏

がモデレーターを務め、幅広い議論が行われたほか、我が国

を代表する13社・団体がユビキタスネット社会の実現を支え

る我が国の最新技術、サービス及びアプリケーションの展示

を行い、終日多くの参加者を集め、盛況のうちに終了した。

以下に、これらの概要を紹介する。

2005年11月16日から18日までチュニジアのチュニスにお

いて世界情報社会サミット（WSIS）第2フェーズが開催され

た。本サミットには174か国から、アナン国連事務総長やベ

ン・アリ・チュニジア大統領をはじめとする政府首脳、国際

機関、産業界及び市民社会（NGO）の代表等、約2万人が

参加し盛大に開催された。日本からは竹中平蔵総務大臣を

はじめ、多くの代表団が参加した。

サミット本会議と並行して、ワークショップ等のパラレル

特集「WSIS-Ⅱ」

各国政府首脳、情報通信大臣や国際機関のトップ等がス

テートメントを発表し、今後の情報社会発展におけるICTへ

のアクセス、能力開発、インフラ整備の重要性や、様々なグ

ローバルな問題の解決におけるICTの活用、またそれに向け

た政府及びマルチステークホルダーの協力の必要性等につき、

言及された。

我が国からは竹中総務大臣が、17日午後に演説を行い、

デジタル・ディバイド解消のために積極的な協力の必要性に

言及するとともに、今後の実現すべき情報社会の在り方とし

て、我が国が取り組んでいるユビキタスネット社会実現の重

要性とそれに向けた取組を紹介した。

1．各国首脳等によるステートメント

サミット最終日の18日、チュニスコミットメント及び情報

社会に関するチュニスアジェンダ（以下、チュニスアジェン

ダ）が採択された。概要は以下のとおり。なお、我が国は、

ユビキタスネット社会実現に向けた取組の重要性を主張し、

両文書に反映された（全文仮訳URL：http://www.soumu.

go.jp/s-news/2005/051119_1.html#s1）。

（1）チュニスコミットメント

① 2003年の第1フェーズで採択された、情報社会に向け

た共通ビジョンであるジュネーブ基本宣言、行動計画

に対する明確な支持が再確認された。

② ジュネーブ行動計画等の着実な実施とフォローアップ

2．チュニスコミットメント及び情報社会に
関するチュニスアジェンダの採択

総務省総合通信基盤局
国際部国際機関室

WSIS本会議概要

2. 5. 3　チュニスコミットメント・アジェンダの概要
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の重要性が明記された。

③デジタル・ディバイドを克服し、ミレニアム開発目標等

の目標の達成を目指すこととされた。

④ 政府、民間セクター、市民社会等のすべてのステーク

ホルダーによる協調の必要性が盛り込まれた。

（2）チュニスアジェンダ

①資金支援メカニズム

「デジタル・ディバイドをデジタル・オポチュニティに転

換させる目的を持ってジュネーブに設置されたデジタル連

帯基金について、この基金は義務的でない性格を持ち、既

存のメカニズムを補完するものとして歓迎する」という文

言で合意した。

②インターネットガバナンス

国連事務総長に対し、各国政府、民間団体等の幅広い

参加の下、インターネット管理に関する課題について議論

するフォーラム（IGF）を設置し、2006年第2四半期まで

に第1回会合をギリシャで開催することを要請することと

なった。

③実施とフォローアップ

ジュネーブ行動計画の具体的な実施方法に関し、行動

計画のテーマごとに、ITU、ユネスコ、UNDP等の国際機

関を調整機関（モデレーター）として指名することとなっ

た。

上記チュニスコミットメント及びチュニスアジェンダの作

成過程においては、様々な意見が提起され、サミット直前ま

で各国間の協議が行われた。主な意見及び議論の概要は、

以下のとおり。

デジタル連帯基金：

デジタル・ディバイド解消のための資金メカニズムについ

て、既存の二国間・多国間等のスキームを有効活用すべき

とする欧米・我が国等の国々と、新規の基金（「デジタル連

帯基金」）を活用すべきとする途上国側が対立したが、調整

の結果、デジタル連帯基金については、義務的でない性格で

（voluntary nature）、既存メカニズムを補完する（comple-

ment existing mechanism）ものとして、歓迎する（wel-

come）こととされた。

インターネットガバナンス：

米国から、ICANN（米国籍非営利民間団体）中心に現

行組織で対応していくべきとの主張がなされる一方、途上国

側は国連の下でのインターネットの管理を主張し、最終局面

まで各国が妥協を探ることとなった。結果的に、既存のメカ

ニズムの下での高度化した協力（enhanced cooperation）

を図るとともに、国連事務総長に対して、インターネットガ

バナンスに関する課題について多様な利害関係者で対話する

場となるフォーラム（インターネットガバナンスフォーラム

（IGF））を設置するよう要請することとなった。また、この

IGFの初回会合を2006年第2四半期までにギリシャで開催す

ることも決定された。

実施・フォローアップのメカニズム

ジュネーブ行動計画の具体的な実施方法について、今回

のサミットで決定するのではなく、国連事務総長にゆだねる

べきとする米国、EU等と、本サミット中にITUを中心とし

た具体的な実施のための枠組みを定めるべきとするロシア、

アフリカ等が対立。我が国も、ITUが中心的な役割を果たす

よう主張した。最終的に、国連全体としてフォローアップの

ためのグループを設立すること、行動計画の各行動方針につ

いてITU、ユネスコ、UNDP等をモデレーターとして指名す

ることで合意された。
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首脳閣下、政府代表の皆様、ご列席の皆様、この美しい

地、チュニスでお話しできることを大変光栄に存じます。ま

ず、日本国民を代表しまして、ベン・アリ大統領及びチュニジ

ア共和国政府関係者の皆様、並びにチュニス市民の皆様の

温かい歓迎に感謝の意を述べさせていただきたいと思います。

ジュネーブ会合に引き続き、これまでの約2年間にわたり、

サミットの開催に尽力されたコフィ・アナン（Kofi Annan）

国連事務総長、ジャニス・カークリンス（Janis Karklins）

準備委員会議長、内海善雄ITU事務総局長その他の関係者

の皆様のこれまでの御努力に対しても感謝を申し上げるとと

もに敬意を表します。

情報通信技術は今や日常生活の隅々まで普及し、我々の

生活を大きく向上させ続けています。そして、産業としての

ICT産業は、我が国の例をとってもリーディングインダスト

リーに成長しており、また、一貫して我が国の経済を下支え

しています。

他方、高齢化社会に伴う医療・福祉面での対応、女性の

就労環境の改善、地球温暖化の進展に見られるような環境

問題や地震、台風等の自然災害への対策など、これからの

社会には解決すべき課題が山積みとなっています。

そのような中、私は、情報通信技術を利用することが、今

後の社会の様々な課題を克服する「切り札」になると考えて

1．はじめに

います。通信ネットワークを活用した遠隔勤務や遠隔医療な

どは一部実現されていますし、また、企業において、ICTを

積極的に経営に導入し、業務効率化やコスト削減などを実

現できれば、競争力も向上し、経済の活性化も可能になる

でしょう。また、ICTを活用することにより、資源・エネル

ギーを効率的に利用し、環境への負担を低減させた持続可

能な社会を構築することもできるでしょう。ICTを利用した

政府活動の効率化により、小さな政府の実現に資することも

できます。その意味で、情報通信技術は、21世紀を形づく

る最強の力の一つであり、21世紀の人類の繁栄を支える柱

だと考えています。

今回のチュニス会合の開催に当たり、私は改めて、情報通

信技術の持つ可能性について想起するとともに、「the ICT

revolution can have a tremendous positive impact as an

instrument of sustainable development」とするチュニスコ

ミットメントを強く支持するところです。

今後、情報通信技術の進展とともに、情報化がますます

進展し、生活の隅々まで普及するようになると、これまで以

上にネットワーク化が進み、「人と人」とのコミュニケーショ

ンだけでなく、「人とモノ」、「モノとモノ」のコミュニケーシ

ョンも現実のものとなり、「いつでも、どこでも、何でも、誰

でも」簡単にネットワークに接続できるような社会を迎える

ことになります。

我が国は、これまで世界最先端のICT国家を目指して、官

民を挙げて努力してきました。その結果、世界で最も安い水

準のブロードバンド環境が実現されています。そして今、総

務省としては、2010年を見据えた新たな目標として、「いつ

でも、どこでも、何でも、誰でも」簡単にネットワークにつ

ながるユビキタスネット社会を実現しようという取組を進め

ています。このユビキタスネット社会では、多様な情報を発

信し、又は利用することによって人類がこれまで培ってきた

知識や情報を容易に共有し、新たな価値を創造することがで

きる便利で快適な社会を実現することができます。また、こ

の社会を実現することは、貧困と飢え、教育、男女平等、

医療、環境保全、福祉、高齢化、防災といった、国際社会

が抱える差し迫った課題を解決する可能性も有するもので

す。例えば、インターネットや移動通信を使ってどこでも高

度な知識を習得したり、衛星通信等を使って遠隔からの高

度な医療を行ったり、災害情報を各所に設置されたセンサー

2．ユビキタスネット社会に向けた取組

世界情報社会サミット

（WSIS）チュニス会合

竹中総務大臣ステートメント

特集：WSIS-Ⅱ

総務大臣

竹中
たけなか

平蔵
へいぞう
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によって収集しネットワークを通じていち早く伝えたりする

ことが可能になります。

ユビキタスネット社会の実現に向けた取組の必要性につい

て、各国を代表して出席されている皆様と考えを共有するこ

とができれば、と考えております。

また、先のジュネーブ会合においては、「デジタル・ディバ

イドをデジタル・オポチュニティに変えるために最大の努力

を払う」ということがWSISの基本原則の一つとして合意さ

れたところであり、各国において、デジタル・ディバイド解

消のための取組が求められています。我が国としても、例え

ばアジア地域において、2010年までにアジアのすべての人々

がブロードバンドにアクセスできることなどを目標とした、

「アジアブロードバンド計画」に基づき、インフラの整備や人

材育成の面で国際協力を行ってきたところですが、今後と

も、デジタル・ディバイド解消のため、引き続き諸外国と協

力し、世界においてより多くの人々がブロードバンドを利用

できるような環境が実現されるよう、積極的に貢献してまい

る所存です。また、ユビキタスネット社会では、例えば物流

ネットワークにおける電子タグ（RFID）の利用により、酪

農、水産などの分野で効率的な生産性やトレーサビリティの

実現により、消費者に安心を与えるとともに農業生産国の発

展をもたらすことが可能になります。我が国でも、既に畜産

3．国際協調について

物、鮮魚流通などの分野で研究開発、実証実験が進み、実

用化の一歩手前の段階に入っております。このようなユビキ

タスネットワークの技術は、国と国との技術力の格差を一足

飛びに解消する可能性を有するものであり、我が国もこの分

野で積極的に協力をしてまいります。

ジュネーブ会合では、情報社会を構築していく上での基本

理念・指針となる基本宣言及び行動計画の策定が行われ、

各国首脳レベルで情報通信技術の重要性について共通認識

を持つことができました。

私は今回のチュニス会合における議論が、この共通認識を

更に深め、これらの基本原則及び行動計画を、実現に向け

て力強く前に進めるものとなることを信じています。これま

での2つのサミットで行われてきた議論を将来に生かし、情

報通信技術のもたらす恩恵をできるだけ多くの人に享受して

もらうためにも、情報インフラの整備や人材開発など行動計

画に盛られた事項については、国、民間企業、市民社会等、

多くの関係者が参加する形で、確実に実施されることを強く

期待しています。

我が国としても、WSISの目標を達成するため、引き続き

可能な限りの貢献を行っていくことをお約束し、私のあいさ

つとさせていただきます。

御清聴ありがとうございました。

4．おわりに

ITUジャーナル　Vol. 36 No. 2（2006, 2）

サミットで演説を行う竹中総務大臣
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2. 5. 4　WSIS+10 High Level Event
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1．概要
　2018年3月19日から23日にかけて、WSIS（World Summit 
on the Information Society：世界情報社会サミット）フォー
ラム2018がスイス（ジュネーブ）にて開催された。
　WSISフォーラムは、WSISアクションラインの進捗報告・情
報交換等を行うことを目的として、アクションラインのファシリ
テーターであるITU（国際電気通信連合）がUNESCO（国
連教育科学文化機関）、UNCTAD（国連貿易開発会議）、
UNDP（国連開発計画）との共催により、毎年開催しており、
各国政府・国連機関のみならず、全てのステークホルダーが
参加可能である。
　本年のWSISフォーラムのテーマは「情報知識社会の構築
に向けたICT活用」であり、各国政府、・企業・市民社会・
学術界等から140か国2,500名以上が参加した。また、150
以上のテーマによるワークショップ及び30以上の展示が行わ
れ、各国で取り組んでいるプロジェクトの紹介、WSISアクショ
ンライン及びSDGs達成への道程等について意見交換が行わ
れた。
　3月20日及び21日の2日間は、各国政府・国連機関・企業・
市民社会・学術界から閣僚級、大使、CEO等のハイレベル
が参加するハイレベルトラックが開催され、日本からは富永総
務審議官が参加した。

2．オープニング・セグメント
　3月20日に開催された開会式では、アントニオ・グテーレス
国連事務総長からのビデオメッセージ、共催機関、国連機関
（ITU、UNCTAD、UNESCO、WTO、世界銀行グループ
等）の代表者からの挨拶並びにWSISフォーラムの議長及び
ハイレベルトラックのファシリテーターの指名が行われた。
WSISフォーラムの議長には、アラブ首長国連邦電気通信規
制局のH.E. Eng. Majed Sultan Al Mesmar氏が選任され
た。
　日本は、続いて行われた、スポンサーからのハイレベルを
招いてのダイアログ「WSIS実施のためのマルチステークホル
ダー・パートナーシップ」に参加。富永総務審議官より、今
年のWSISフォーラムのテーマである「情報知識社会の構築
に向けたICT活用」のためには、ICTへのアクセス確保、

情報の自由な流通が優先事項であるとし、日本の取組みであ
る「質の高いインフラ・イニシアティブ」を紹介するとともに、
マルチステークホルダーとの連携強化の重要性を訴えた。
　なお、同ダイアログに参加していたルワンダからは自国の取
組み（4GLTEが国民の95%をカバー）及び5月のトランス
フォームアフリカの紹介、オマーン・ポーランドからは若者・女
児向け教育の重要性、IEEEからはAIの活用及びそれに伴
う課題について発言がなされた。

3．ハイレベル・ポリシーセッション
　昨年に引き続き、各国政府・国連機関・企業・市民社会・
学術界からのハイレベルによって個別に設定されたテーマに
ついて意見交換を行うハイレベル・ポリシーセッションが開催さ
れた。セッションのテーマは以下のとおり。
①WSISアクションラインと2030アジェンダ
②デジタルディバイドの解消
③環境整備
④情報と知識へのアクセス
⑤WSISアクションラインと2030アジェンダ/開発のためのファイ
ナンシングとICTの役割
⑥ICT利用における信頼性とセキュリティの確立
⑦包括性：全ての人の情報・知識へのアクセス
⑧ICTアプリケーションとサービス
⑨ジェンダー主流化
⑩デジタルエコノミーと貿易

WSISフォーラム2018の結果概要

小
お さ な い

山内　勇
ゆう

太
た

総務省　国政戦略局 国際政策課

■写真1．開会式の様子

2. 5. 5　WSISフォーラム2018
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⑪知識社会、人材育成、eラーニング/メディア
　日本からは、富永総務審議官が、3月20日開催されたデジ
タルディバイドの解消に関するセッションに参加した。日本の
競争政策による料金低廉化及び高いインターネットカバー率を
紹介するとともに、デジタルディバイド解消には各国の事情に
合わせた取組みが効果的であり、また政府だけでなく民間企
業の役割が重要であると述べた。さらに、単につなげるだけ
でなく、今後のデジタル・トランスフォーメーションを考慮し、
長期的観点から大容量のバックボーン・ネットワークへの効率
的投資の必要性を強調した。
　全体としては、デジタルディバイドを巡る環境は変化してお

り、インフラ整備も引き続き重要な課題であるが、能力開発、
手頃な価格（機器・サービス）、各世代・地域に合わせたコ
ンテンツ、サービス及びビックデータ活用等の重要性がハイラ
イトされた。

4．閣僚級ラウンドテーブル
　3月21日には、各国政府の閣僚級のみが参加可能な閣僚
級ラウンドテーブルが開催された。「2025年に向けた機会、ト
レンド、課題」というテーマで開催され、25か国✽が参加。
各国からICTに関する自国施策等が紹介され、コネクティビ
ティ、キャパシティビルディング、個人情報保護等が課題とし
て挙げられた。トルコからはテロの脅威、デジタルディバイド
が課題として言及された。パキスタンからは3つの提言として、
①全ての国へのユニバーサル基金設立の必要性、②ICT教
育の重要性、③今後の5G時代の影響が紹介された。

5．その他
　日本はWSISフォーラム2018にスポンサーシップを提供してお
り、ITU主催のWSISフォーラム2018レセプションにて、感謝
状を受け取った。

（参考）下記URLから会合結果文書をダウンロード可能
https://www.itu.int/net4/wsis/forum/2018/

✽　UAE：副議長、アフガニスタン、アゼルバイジャン、ベニン、ブータン、ブラジル、コロンビア、ガンビア、ガボン、ジョージア、ガーナ、
インド、イラン、マリ、モーリシャス、オマーン、パキスタン、ポーランド、セルビア、ルワンダ、ルーマニア、トルコ、イエメン、セネガル、
日本

■写真2．発言を行う富永総務審議官

■写真3．WSISフォーラム2018レセプションにて
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2. 6　ITU世界テレコム（WT）

2. 6. 1　ITU世界テレコム2018の結果概要

ITUジャーナル　Vol. 48　No. 12（2018, 12） 3

1．南アフリカ ダーバンで開催
　Telecom World 2018は、2018年9月10日から13日までの
4日間、南アフリカ共和国ダーバンで開催された。

　オープニングセレモニーでは、今年、生誕100周年となる
南アフリカ マンデラ元大統領の姿が会場に投影され、その後、
ジャオＩＴＵ事務総局長の挨拶、南アフリカCyril Ramaphosa
現大統領の開会宣言と続いた。
　主催者によれば、157名（47か国）による講演、3,100名
を超える参加者とのことであった。

2．閣僚級ラウンドテーブル
　今回の閣僚級ラウンドテーブルは、下記の3テーマで、終
日にわたり、活発な議論が行われた。
●Government enabling smarter digital development

　（より高度なデジタル開発を可能にする政府）
●Addressing the risk of a smarter world
　（より高度な社会の実現へ向けてのリスクへの取組み）
●Financing Digital development
　（デジタル開発に関する資金調達）
　最初のセッションGovernment enabling smarter digital 
developmentは、南アフリカ通信郵政副大臣が司会を務め、
ジャオITU事務総局長が冒頭挨拶した。
　このセッションは、ＩＣＴの展開とネットワーク、サービス、ア
プリケーションの導入を推進するための政府の役割をテーマと
したセッションで、参加者の各国の通信大臣からは、各国に
おけるデジタルインフラの導入促進、デジタル技術を生かした
経済活性化などへの取組みが紹介された。
　Financing Digital developmentでは、デジタル変革を

Telecom World 2018 報告

岸
きしもと

本　淳
じゅん

一
いち

一般財団法人日本ITU協会

ダーバンICC全景

マンデラ元大統領

司会 南アフリカ通信郵政副大臣

南アフリカ通信大臣

Cyril Ramaphosa現大統領

ジャオ事務総局長

ジャオITU事務総局長挨拶

パレスチナ自治区通信大臣
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推進し、世界中のより高度な社会に移行するために必要な、
デジタルインフラ普及のための資金調達、投資活性化につい
ての議論が行われた。依然として世界的にはインフラが充足
していないことを感じた。
　ITUでは、テレコムワールドにおいて、技術の展示だけで
なく、各国の閣僚、リーダーによる議論を重視しており、今
回のラウンドテーブルでの熱心な議論からも、各国の関心の
高さを感じた。

3．各国・各社展示
　各国による展示は、主催国南アフリカと中国が大きな面積
を占め、目立っていた。
　中国は、通信事業者各社によるパビリオンと中国衛星応用
工業会（CSAIA）によるパビリオン、また、各社などによる
パビリオンなど、アフリカでの存在感を感じさせるものであった。
　開催国の南アフリカパビリオンでは、多数の同国のSME
（Small/Medium Enterprise）いわばベンチャー企業がそ

閣僚級ラウンドテーブルセッション 中国パビリオン

展示会場の模様

アフリカ連合インフラ・エネルギー長官 China Telecom展示

司会 ジョンソンITU事務総次局長 China Mobile展示

パビリオン配置図

セッション参加者 CSAIA展示
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れぞれの独自技術を展示していた。
　それ以外の国では、やはりアフリカ諸国の展示が多く、ア
ジアからはバングラデシュ、韓国が展示を行っていた。

　日本からは、安価で堅牢な光ファイバ敷設を提案するグロー
バルプランが展示を行った。

4．フォーラムセッションの模様
　フォーラムの各セッションでは、技術、政策、課題解決な
ど様 な々テーマでの議論が行われた。
　“Smart ABC”、人工知能（AI）、金融分野（Bank）、
都市高度化（Cities）をキーワードとした複数のセッションも
行われた。
①Smart ABC Expert　Roundtable：How human eco-
nomies can benefit from smart machines（人間が如何
に高度マシンの恩恵を受けるか）では、AI、機械学習、大
規模なデータ分析は、金融分野において大きな変革の可能
性を秘めているが、例えば、AIの決定、行動、影響をどの
ように規制すべきか慎重に議論し、定める必要がある等の
様 な々観点での意見が交わされた。
②Smart ABC Expert Roundtable：The role of digital 
finance in smart, sustainable cities（スマートで持続可能
な都市におけるデジタルファイナンスの役割）では、デジタル

金融サービスは、スマート都市の多くの側面を効果的に運用
する上で重要であり、輸送から健康、住宅、公益事業、公
共サービスまでのあらゆる分野でスマートな都市生活を向上
させることができるが、実際には、その実現にあたり、障壁
も多いので、課題とその対応策について、参加者それぞれ
の経験や視点から意見が提示された。
③High Level Panel Discussion：Promoting ICT oppor-
tunities for women empowerment（女性エンパワーメント
のためのICT機会の促進）では、政府、国際機関、企業の
女性リーダーが集まり、公的機関と民間組織の間でイノベー

南アフリカパビリオン

バングラデシュ展示

ドローン運用会社創立社長

韓国展示

グローバルプランの展示

AIベンチャー（mandal.ai）

③セッションの模様

①セッションの模様

国際金融公社

南アフリカ地方政府高官

データ分析会社（Ixio Analytics）

南アフリカ通信郵政副大臣

リーITU-T局長

②セッションの模様
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ションを起こすための取組みについての意見が報告され、現
状の改善のための枠組みや女性の経済的能力やビジネス上
のネットワークを強化するための方法などについて活発な議
論が行われた。
　今回開催の多様なフォーラムでの傾向について、セッション
紹介（プログラム）や日々のハイライトに出現したキーワード
の比率を用いて確認した。昨年に続いて、Smart ABCへ
の関心の高さがうかがえ、中でも人口知能に最も高い関心
が見られた。技術的なキーワードでは ｢5G｣ に関する議論
が多かったことがうかがえる。

5．アワードセレモニー
　本イベントの締めくくりとなるアワードセレモニーでは、参加
した各国政府、SMEに対して、Government Award（政
府賞）、Global SME Awards Best Business Model（ビジ
ネスモデル賞）、Most innovative use of ICT（革新的
ICT活用賞）、Greatest Social Impact（社会影響賞）、
Global SME Excellent Award（最優秀賞）などの各賞
が贈られた。

6．所感・感想
　全体を通した個人的な所感・感想は、以下である。
（1）途上国での、インフラ導入/整備（特にブロードバンド導

入）は、継続した課題である。
（2）各国では、産業発展等に向けてICT活用に取り組んで

いるが、各種の懸念やリスクの解決/整理も必要とされ
ており、個々の取組みが実施されている。いかに効率
的に、スピーディに課題をクリアするかを、各国各処の
それぞれの環境の中で、粘り強く取り組んでいる様子が
垣間見えた。

　折しも、本イベントに出発する9月初旬の前に、日本では豪
雨や地震があり、大きな被害が発生した。本年夏以降、例年
より多いと感じる日本の自然災害であるが、ICTの力を用いた
『災害時の情報共有方法』や『復旧復興時の支援方法』
など各地で行われている事例を、日本から発信することが他
国での災害対策の一助になるのではないかと感じた。

7．次回ハンガリー開催
　次回は、2019年9月にハンガリー（ブダベスト）で開催予
定である。世界の動向把握、情報収集のため、より多くの
皆様に参加していただけることを期待しております。よろしく
お願いいたします。
　Telecom World 2018については、当協会HPでもレポート
しています。写真詳細等をご覧下さい。
〈ITUテレコムワールド2018ビジュアルレポート〉
https://www.ituaj.jp/00_sg/20180910_TW18/TW18.
html

政府賞ケニア グローバルSME最優秀賞 puleg

受賞者と共に

キーワード出現比率
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2. 6. 2　ITU世界テレコム開催状況一覧
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• http://www.itu.int/council •

Summary

The following planned schedule for the years 2018 2021 is presented for general
information.

Action required

The Council is invited to note this report.

Council 2018
Geneva, 17 27 April 2018

Agenda item: PL 2.8 Document C18/37 E
8 February 2018
Original: English

Report by the Secretary General

SCHEDULE OF FUTURE CONFERENCES, ASSEMBLIES
AND MEETINGS OF THE UNION: 2018 2021

2. 7　今後の主な会合予定

610144_第2章  2019/03/08  10:00  ページ 104



― 105 ―

2
C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

2018
JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
CWGs
15 26/1

EG ITRs
12 13
CWG SFP
16
C 18
17 27

WTISD
17

Last session of C18 + PP 18
27/10 + 29/10 16/11

ITU R***
RRB18.1
19 23
RAG
26 29

RRB18.2*
16 20

RRB18.3*
26 30

WRS 18
3 7

ITU T*** ITU T***
TSAG

26/02 2/03
ITU

Kaleidoscope*
***
26 28

TSAG
10 14

TDAG
9 11

ITU D
30/4 11/5

CBS
18 20

GSR
9 12

ITU D**
17/9 12/10

EGH EGTI*
16 19/10

WTIS**
3 7

WSIS Forum
19 23

Girls in ICT
26

ITU Telecom
World
10 13

2019
JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC

CWGs*
28/01 8/02

WTISD
17

CWGs*
5 7
C 19
10 20

CWGs*
9 20

ITU R*** ITU R***
CPM19 2
18 28

RRB19.1***

RAG*
15 18

RRB19.2*** RRB19.3***
RA 19
21 25

WRC 19
28/10 22/11

CPM23 1*
25 26/11

ITU T*** ITU T***
TSAG*
23 27

ITU Kaleidoscope****

ITU D*
18 29

TDAG*
2 5

GSR**
8 12

ITU D*
23/09 18/10

EGH EGTI*
16 20

WTIS****

WSIS Forum*
8 12
Girls in ICT
25

ITU Telecom
World
2019****
1 15

2020
JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC

CWGs*
3 14 February

or 10 21
February

WTISD
17

CWGs*
4 5 and 8
C 20*
9 19

CWGs*
7 18/ 09 or 21/09 4/10

ITU R***
RRB20.1*** RRB20.2*** RRB20.3*** WRS 20***

RAG***

ITU T*** ITU T***
TSAG*** TSAG*** GSS***

WTSA 20***
ITU Kaleidoscope****

ITU D*
17 28

TDAG*
24 27

GSR**
6 10

CBS**** WTIS**
24 27

RPMs****
EGH EGTI*
14 18/09

ITU D*
21/09 16/10

WSIS Forum*
30/03 3/04

Girls in ICT
23

ITU TelecomWorld****
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C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

2021
JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC

CWGs*
25/01 5/02 or 1 12/02

WTISD
17

CWGs
3 4 and 7
C 21*
8 18

CWGs*

ITU R***
RRB21.1***

RAG***
RRB21.2*** RRB21.3***

ITU T*** ITU T***
TSAG*** ITU Kaleidoscope****

RPMs****
ITU D*
15 26

CM RPM*
24
TDAG*
25 28

GSR**
1 15

EGH EGTI*
13 17

WTDC****
WTIS****
1 15/12

Girls in ICT
22

WSIS
Forum***

World Telecom****
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4
C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

2018

ITU R*** Radiocommunication Study Groups, Working Parties and Task Groups:
proposed period: January December

ITU T*** Telecommunication Standardization Study Groups Meetings and
Workshops: proposed period: January July and September December

CWGs Cluster of Council Working Groups: 15 26 January
CWG for Strategic and Financial Plans, 15 16 January
CWG LANG, 16 (morning) January
Expert Group on ITRs, 17 19 January
Open consultation of CWG Internet, 22 January
CWG on FHR, 22 23 January
CWG on Child online protection, 23 January
CWG on WSIS, 24 25 (morning) January
CWG Internet, 25 (afternoon) 26 January

Fin***** Meeting of Senior Experts on Financing Information and Communication
Technology Projects: date to be determined

TSAG Telecommunication Standardization Advisory Group: 26 February
2 March and 10 – 14 December

RRB18.1 Radio Regulations Board: 19 23 March

WSIS Forum World Summit on the Information Society Forum: 19 23 March

RAG Radiocommunication Advisory Group: 26 29 March

TDAG Telecommunication Development Advisory Group: 9 11 April

EG ITRs Expert Group on the International Telecommunication Regulations:
12 13 April

CWG SFP CWG for Strategic and Financial Plans, 16 April

C 18 Council 2018: 17 27 April, and last meeting on 27 October, before PP 18

Girls in ICT International “Girls in ICT” day: 26 April

ITU D Telecommunication Development Study Groups: 30 April 11 May

WTISD World Telecommunication and Information Society Day: 17 May

CBS Capacity Building Symposium: 18 20 June

GSR Global Symposium for Regulators: 9 12 July

RRB18.2* Radio Regulations Board: proposed dates: 16 20 July

ITU TelecomWorld 2018 ITU TelecomWorld 2018: 10 13 September

ITU D* Telecommunication Development Rapporteur Groups: proposed dates:
17 September 12 October

EGH EGTI* Meetings of the Expert Group on ICT Household Indicators and of the
Expert Group on Telecommunication/ICT Indicators, proposed dates:
16 19 October

ITU Kaleidoscope**** ITU Kaleidoscope: proposed period: 26 28 November

PP 18 Plenipotentiary Conference: 29 October 16 November
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5
C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

RRB18.3* Radio Regulations Board: proposed dates: 26 30 November

WTIS** World Telecommunication/ICT Indicators Symposium: proposed dates:
3 7 December

WRS 18 World Radiocommunication Seminar: 3 7 December

2019

ITU R*** Radiocommunication Study Groups, Working Parties and Task Groups:
proposed period: January December

ITU T*** Telecommunication Standardization Study Groups Meetings and
Workshops: proposed period: January July and September December

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 28 January 8 February

CPM19 2 Conference Preparatory Meeting: 18 28 February

RRB19.1*** Radio Regulations Board: proposed period: February or March

ITU D* Telecommunication Development Study Groups: proposed dates:
18 29 March

TDAG* Telecommunication Development Advisory Group: proposed period:
2 5 April

RAG* Radiocommunication Advisory Group: proposed dates: 15 18 April

Girls in ICT International “Girls in ICT” day: 25 April

WSIS Forum* World Summit on the Information Society Forum: proposed dates:
8 12 April

WTISD World Telecommunication and Information Society Day: 17 May

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 5 7 June

C 19 Council 2019: 10 20 June

RRB19.2*** Radio Regulations Board: proposed period: June or July

GSR** Global Symposium for Regulators: proposed dates: 8 12 July

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 9 20 September

EGH EGTI* Meetings of the Expert Group on ICT Household Indicators and of the
Expert Group on Telecommunication/ICT Indicators, proposed dates:
16 20 September

TSAG* Telecommunication Standardization Advisory Group: proposed dates:
23 27 September

ITU D* Telecommunication Development Rapporteur Groups: proposed dates:
23 September 18 October

RRB19.3*** Radio Regulations Board: proposed period: October

RA 19 Radiocommunication Assembly: 21 25 October

WRC 19 World Radiocommunication Conference: 28 October 22 November

CPM23 1* Conference Preparatory Meeting: proposed dates: 25 26 November

WTIS**** World Telecommunication/ICT Indicators Symposium: proposed period:
November December
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6
C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

ITU TelecomWorld 2019**** ITU TelecomWorld 2019: proposed period: 1 15 September

ITU Kaleidoscope**** ITU Kaleidoscope: proposed period: October December

2020

ITU R*** Radiocommunication Study Groups, Working Parties and Task Groups:
proposed period: January December

TSAG*** Telecommunication Standardization Advisory Group: proposed period:
February and July

GSS*** Global Standard Symposium: proposed period: October December

WTSA 20*** Wold Telecommunication Standardization Assembly: proposed period:
October December

ITU T*** Telecommunication Standardization Study Group Meetings and
Workshops: proposed period: January July and September December

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 3 14 February or 10 21
February

RRB20.1*** Radio Regulations Board: proposed period: February March

ITU D* Telecommunication Development Study Groups: proposed dates: 17 28
February

RAG*** Radiocommunication Advisory Group: proposed period:March April

TDAG* Telecommunication Development Advisory Group: proposed dates:
24 27 March

Girls in ICT International “Girls in ICT” day: 23 April

WTISD World Telecommunication and Information Society Day: 17 May

WSIS Forum* World Summit on the Information Society Forum: proposed dates:
30 March 3 April

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 4 5 and 8 June

C 20* Council 2020: proposed dates: 9 19 June

RRB20.2*** Radio Regulations Board: proposed period: July

GSR** Global Symposium for Regulators: proposed dates: 6 10 July

CBS**** Capacity Building Symposium: proposed period: September

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 7 18 September or 21
September 4 October

EGH EGTI* Meetings of the Expert Group on ICT Household Indicators and of the
Expert Group on Telecommunication/ICT Indicators, proposed dates:
14 18 September

ITU D* Telecommunication Development Rapporteur Groups: proposed dates:
21 September 16 October

RRB20.3*** Radio Regulations Board: proposed period: October

World Telecom**** ITU TelecomWorld 2019: proposed period: October December
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C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

WTSA 20*** World Telecommunication Standardization Assembly: proposed period
October December

ITU Kaleidoscope**** ITU Kaleidoscope: proposed period: October December

WTIS** World Telecommunication/ICT Indicators Symposium: proposed dates:
24 27 November

WRS 20*** World Radiocommunication Seminar: proposed period: December

RPMs**** Regional Preparatory Meetings for WTDC 21, proposed period:
November 2020 April 2021

2021

RPMs**** Regional Preparatory Meetings for WTDC 21, proposed period:
November 2020 April 2021

ITU R*** Radiocommunication Study Groups, Working Parties and Task Groups:
proposed period: January December

ITU T*** Telecommunication Standardization Study Group Meetings and
Workshops: proposed period: January July and September December

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 25 January 5 February or 1 12
February

RRB21.1*** Radio Regulations Board: proposed period:March

ITU D* Telecommunication Development Study Groups: proposed dates:
15 26 March

RAG*** Radiocommunication Advisory Group: proposed period:March April

TSAG*** Telecommunication Standardization Advisory Group: proposed period:
March April

Girls in ICT International “Girls in ICT” day: 22 April

WTISD World Telecommunication and Information Society Day: 17 May

WSIS Forum*** World Summit on the Information Society Forum: proposed period:May

CM RPM* Coordination Meeting for Regional Preparatory Meetings: proposed
dates: 24 May

TDAG* Telecommunication Development Advisory Group: proposed dates:
25 28 May

CWGs* Council Working Groups: proposed dates: 3 4 and 7 June

C 21* Council 2021: proposed dates: 8 18 June

GSR** Global Symposium for Regulators: proposed period: 1 15 July

RRB21.2*** Radio Regulations Board: proposed period: July

EGH EGTI* Meetings of the Expert Group on ICT Household Indicators and of the
Expert Group on Telecommunication/ICT Indicators, proposed period:
13 17 September

CWGs* Council Working Groups: proposed period: September October

World Telecom**** ITU TelecomWorld 2019: proposed period: September December
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C18/37 E

Note: Meetings and conferences scheduled outside Geneva are underlined
* Proposed dates to be confirmed
** Proposed dates, duration and/or venue to be confirmed

*** Proposed period to be confirmed
**** Period/dates and venue to be determined
***** Period/dates and precise place to be determined

WTDC**** World Telecommunication Development Conference: proposed period:
October December

ITU Kaleidoscope**** ITU Kaleidoscope: proposed period: October December

RRB21.3*** Radio Regulations Board: proposed period: November

WTIS**** World Telecommunication/ICT Indicators Symposium: proposed period:
1 15 December

________________
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